
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本的支出と修繕費の区分 

Tasaka tax accountant office 

いつもお世話になっております。 

立春とは名ばかりの厳しい寒さが続いておりますが、いかがお過ごしでしょうか。 

それでは、今月の事務所だよりをお届けします。 
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適正な税務申告には、固定資産の修繕や改良

に要する費用の区分が重要です。実務では、「資

本的支出」と「修繕費」の明確な区分が難しいケ

ースが多く、特に機能回復を目的としつつ高機

能化や耐久性向上が伴う場合は、判断が困難と

なります。 

 

◆資本的支出と修繕費の定義と区分基準 

 「資本的支出」は固定資産の機能のアップグ

レードや耐久性を増加させる支出で、取得価額

に加算し減価償却を通じて費用化されます。 

 「修繕費」は固定資産の維持管理や原状回復

のための費用で、発生した事業年度の損金算入

が可能です。 

 

◆判断が難しい事例：蛍光灯の LED化 

 LED 化による節電効果や耐久性向上から、一

見「資本的支出」と考えられるかもしれません。

しかし、実務では「照明設備」の消耗品の交換と

みなし、全体の価値向上とはせず、「修繕費」と

して処理することが適切です。 

 

◆修繕費として認められる特例 

 以下の条件を満たす支出は、修繕費として処

理することが認められています。 

(1)定期的な修理: おおむね 3 年以内の周期で行わ

れる修理や改良 

(2)少額の支出: 一回の修理や改良の金額が 20 万

円未満の場合 

(3)判断が困難な場合: 資本的支出か修繕費か明確

でない場合で、その金額が

60 万円未満、または資産の

前年度末取得価額の約

10％以下の場合 

 

◆判例にみる資本的支出と修繕費の判断 

 賃貸マンションの台所・浴室設備全面取替工事

が争点となった国税不服審判所の平成 26 年 4 月

21 日の裁決（平成 21、22 年分の所得税）では、

納税者は居住機能回復の修繕と主張するも、既存

設備撤去と新設備設置は修繕を超え、資産価値を 

高め耐久性を増す資本的支出と判断されました。 

 この裁決は、工事目的が機能回復でも、内容が

実質的に資産価値向上なら資本的支出となること

を示しています。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外形標準課税から逃れるため、資本金を１億円

以下に減資し、あるいは組織再編時に子法人の資

本金を１億円以下に設定する法人への対応とし

て、令和 6 年度税制改正では外形標準課税の適用

対象法人を見直す措置が取られています。 

 

◆資本金と資本剰余金の合計額が判定基準に 

 令和 7 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度にお

いて、事業年度末の資本金 1 億円超の法人を外形

標準課税の対象法人とする従来の判定基準は維持

しつつ、「当分の間」、資本金１億円以下であって

も、前事業年度が外形標準課税の対象法人であり、

払込資本の額（資本金と資本剰余金の合計額）が

10 億円を超える法人についても外形標準課税の

対象とされることとなりました。 

 また、駆け込みで減資を行う法人への対応措置

として最初事業年度（令和 7 年 4 月１日以後、最

初に開始する事業年度）には経過措置が適用され

ます。公布日（令和 6 年 3 月 30 日）の前事業年

度から最初事業年度の前事業年度までのいずれか

で外形標準課税の対象法人であったものは、課税

される事業年度の「前事業年度」に外形標準課税

の対象でなかったとしても、最初事業年度に資本

金 1 億円以下で払込資本の額が 10 億円を超える

ものは外形標準課税の対象とされます。たとえば 

3 月決算法人が公布日後の令和７年 3 月期に駆け

込みで資本金を１億円以下に減資した場合、令和

７年 3 月期は外形標準課税の対象外ですが、最初

事業年度の令和 8 年 3 月期に払込資本の額が 10

億円を超えるものは外形標準課税の対象法人とさ

れます。ただし、公布日前に行われた減資につい

ては、「駆け込み減資」として扱わず、一定の場合、

経過措置の適用はありません。 

◆100％子会社にも課税逃れ措置を実施 

 令和 8 年 4 月１日以後に開始する事業年度におい

て払込資本の額が 50億円を超える法人（またはグル

ープ内の複数の法人）に株式を 100％保有される子法

人で払込資本の額（公布日以後に配当等により減少

した額を加算した後の金額）が 2 億円を超えるもの

も外形標準課税の対象となります。 

 なお、経過措置として令和 8 年 4 月１日から令和

9 年 3 月 31日までに開始する事業年度は、外形標準

課税の対象外であるとみなした場合の事業税額を超

える部分の３分の２が軽減され、令和 9 年 4 月１日

から令和 10年 3月 31日までに開始する事業年度は、

３分の１が軽減されます。 

 

 

 

 

～人生の役に立たない雑学 vol.142～ 

 

 

減資による外形標準課税逃れへの対応 

 

 

田 坂 税 理 士 事 務 所  http://www.tasaka-tax.com/ 

4年毎に 366日になる年

を「閏（うるう）年」と

いい、365日の年は 

「平年」という 


